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（ １ ） 住民主体の地区ごと の健康づく り 活動の促進～推進すべき 柱１

【 現状と 課題】

⃝ 島根創生計画に位置づけら れた「 し ま ね健康寿命延伸プ ロ ジェ ク ト 」 では、 各圏域にモデル地区を 設け、

住民主体の健康なまち づく り を 推進し ており 、 住民、 関係機関、 行政等が協働し 、 地域の健康課題解決に

向け取組が展開さ れています。

⃝ 市町村では、 公民館単位の地区組織に住民の健康づく り 組織を 設けており 、 健診結果等を 基に、 地区の健

康課題を 共有し 、 住民が健康づく り の目標と 計画を 立てて 、 評価し ながら 活動を 行っ てき まし た 。 保健所

はこ の活動に対し て、 広域的・ 専門的な立場から 支援を 行っ てき まし た。

⃝ 中山間地域では、 人口減少や高齢化が進む中、 地域活動の担い手不足が深刻化し 、 住民同士の支え合いや、

買い物など の日常生活に必要な生活機能・ サービ スの確保が困難な地域が増えています。 今後は、 生活機

能の確保に直結する 取組について、 市町村と 連携し て旧市町村単位の生活機能の維持を 図っ ていく こ と が

必要です。

⃝ 中山間地域住民生活実態調査結果（ 令和４ 年度調査） では、 現在の居住地域で暮ら し 続けら れなく なる 原

因と し て 7 7 .6 ％が「 健康」 と 答えており 、 住み慣れた地域で長く 暮ら す視点も 含めた健康づく り の取組を

進めていく 必要があり ます。

⃝ き め細かい地域保健活動の展開を 図る ため、 地域における 人と 人と のつながり や住民相互の支え合いなど

地域の絆を 大切にする こ と によ り 、 地域力を 高め、 地域ぐ る みの主体的な健康づく り 活動を 活性化する こ

と が必要です。

⃝ 「 し まね教育魅力化ビ ジョ ン 」 では、 育成し たい人間像や力を 育むために学校・ 家庭・ 地域の連携・ 協働

の取組を 一層推進し ています。

⃝ 地域福祉活動においても 、 社会福祉協議会が中心と なり 、 住民に身近な自治会区を 単位に、 支え合いや見

守り の仕組みづく り を 進めてき ま し た。 地域福祉活動や介護予防活動と 一体と なっ た健康づく り 活動が、

島根県の健康づく り 活動の特徴で、1 1 市町村で地区ごと の健康づく り 活動の組織体制が確保さ れています。

自分自身の健康に関する こ と だけでなく 、 子ど も の健康的な生活習慣を 身につける 活動や見守り 、 認知症

高齢者や独居高齢者を 支える ための正し い知識の普及、 自死予防の取組、 地域医療を 守る 取組、 災害対策、

環境保全活動など地域の活動に発展し ています。

【 施策の方向】

①市町村を 中心に保健医療専門団体、 その他の関係機関・ 団体等、 多様な実施主体と 協働し 、 住民主体の地

区ごと の健康づく り 活動の促進を 図り ます。 モデル地区活動を 核と し て住民主体の健康づく り の取組を 今

後、 他地区へ波及し ていき ます。

②地域や職域で健康づく り 活動や生きがい活動を 積極的に行い、 その活動が地域や職域における 健康増進、

介護予防に貢献し ている 健康づく り グループ を 表彰し 、 住民主体の健康づく り 活動の気運を 高め、 多様な

実施主体による 地域での生涯を 通じ た健康づく り 活動を 推進し ます。

８ 推進の柱ごと の現状と 課題及び施策の方向



1 4

③地域の健康づく り 活動の一環と し て、 児童福祉・ 学校教育など 地域全体で子ども を 育む活動への関わり を

促進し 、 声かけや各種学習を 通し て、 子ども の望まし い生活習慣の確立への働き かけを 推進し ます。

④地域の健康づく り 活動を 、 認知症の人や一人暮ら し の高齢者等の支え合い 、 自死予防の取組、 地域医療を

守る取組、 災害対策、 環境保全活動の取組などにつなげていき ます。

⑤公民館単位の健康づく り 活動等において、「 小さ な拠点づく り 」 と の一体的な推進に努め、 各地区で健康な

まちづく り の実現を 図り ます。

⑥住み慣れた地域で長く 暮ら すため、 地域の健康づく り 活動を 基盤と し たネッ ト ワーク の体制づく り の意識

を 醸成し 、 不足し ている 社会資源の創出も 含め、 多様な分野と 連携し た健康なまち づく り の取組を 推進し

ます。

（ ２ ） 生涯を通じ た健康づく り の推進～推進すべき 柱２

１ ） 将来を 担う 乳幼児から 高校生の健康づく り の推進

【 現状と 課題】

⃝ 子ども が健やかに成長する 上で 、 適切な生活習慣の確立は不可欠ですが、 現状は夜型生活、 過度なメ ディ

ア接触、 朝食の欠食など、 必ずし も 適切な状態と は言えません。

⃝ 学校では、「 早寝早起き 、 バラ ン スのと れた朝食摂取、 適度な運動、 十分な睡眠、 メ ディ アと の適切なつき

あい方」 を 生活習慣と し て定着さ せる ために様々な教育を 行っ ていますが、 学校と 連携し た家庭での取組

も 重要です。

⃝ 食事については、朝食を 欠食する 児童生徒が増加し ており 、その割合は学年が上がる につれ増加し ています。

【 図 1 0 】

　 また、 １ 歳６ か月児、 ３ 歳児でも 朝食の欠食がみら れます。 妊娠前から 親自身が食生活を 見直し 、 幼児期

から 望まし い食習慣を 身につけるこ と ができ るよ う 、 子育て世代への啓発に一層取り 組む必要があり ます。

（ 令和４ 年度乳幼児アン ケート 結果）

⃝ 高校生の食育については、 県版「 食の学習ノ ート 」 の活用率や、 高等学校における 食に関する 指導の全体

計画の作成率が低い状況であり 、 組織的な取組が必要です。

⃝ 農林漁業や食品・ 加工・ 流通に関する 様々な機関・ 団体、 ボラ ン ティ ア団体等が、 親子料理教室や食農体験、

食漁体験等の食育体験活動や食生活改善の啓発活動を 行っ ています 。 今後も 幅広い関係者が関わり 、 保育

所や幼稚園、 学校はも と より 、 地域での取組を 支援し ていく 必要があり ます。

⃝「 痩身傾向のある 中学校２ 年生の女子」 の指標は改善が見ら れますが、「 痩身傾向のある 高校２ 年生の男女」、

「 肥満傾向のある 小学校５ 年生及び高校２ 年生の男子」 の指標が悪化し ていま す。（ 令和３ （ 2 0 2 1 ） 年度

文部科学省学校保健統計）

⃝ 生活環境の変化に伴い、 運動習慣のある 子ど も と そう でない子ど も の二極化が生じ ており 、 また、 体力・

運動能力の低下傾向も みら れます。 スポーツ 関係団体等と 連携し ながら 、 子ど も たち が運動の楽し さ を 実

感でき る よう な場を 確保し ていく 必要があり ます。
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⃝ 学校での喫煙・ 飲酒防止教育が定着し 、「 今までに一口でも たばこ を 吸っ たこ と がある 」「 今まで一口でも

お酒を 飲んだこ と がある 」 と 回答し た児童・ 生徒の割合は減少傾向にあり ますが、 目標値の０ ％は達成で

き ていません。【 図 1 1 】

⃝ 子ども の一人平均むし 歯数は年々減少し 、 小学生、 中学生、 高校生のむし 歯罹患率も 減少傾向にあり ます。

一方、 歯肉炎を 有する 者は、 小学生から 中学生にかけて増加し ており 、 適切な歯と 口腔の健康づく り 習慣

の定着に向けた取組が必要です。 むし 歯予防については、 フ ッ 化物の応用が有効なこ と から 、 引き 続き フ ッ

化物応用の推進が必要です。

⃝ 1 0 歳代の死亡原因の割合を みる と 、 自死が最も 高く なっ ており 、 思春期のメ ン タ ルヘルスの取組も 必要

です。 こ のこ と から 、 各圏域に設置し た「 子ど も の心の診療ネッ ト ワーク 」 を 活用し て関係機関が連携し

て対応する と と も に、「 ゲート キーパー研修」 等の周囲の気づき を 促す取組を 引き 続き 実施し ていく 必要が

あり ます。

⃝ 児童・ 生徒・ 学生等の若い世代が、 心身の健康に関する 正し い知識を 習得し ておく こ と は、 自ら の将来の

健康だけでなく 、 健やかな次世代の育成にも つながり ます。 学校と 地域の関係機関が連携し て 、 早期に妊

娠前から の健康管理（ プレ コ ン セプショ ン ケア 4 ） を 含む啓発を 進める 必要があり ます。

４ 女性やカ ッ プルを対象と し て将来の妊娠のための健康管理を促す取組を言います。

資料： 島根県児童生徒の体力・ 運動能力調査（ 県教育庁保健体育課）

＜図1 0 ＞朝食を欠食する児童生徒の割合（ ％）
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【 施策の方向】

①子ども の望まし い生活習慣の確立と 定着のため、地区の健康づく り 活動の一環と し て、家庭、地域、保育所、

幼稚園、 関係団体（ 母子保健推進員・ 食生活改善推進員等） 及び学校等が様々な場面で、 起床、 就寝、 食事、

遊びや運動、 メ ディ ア接触などについての啓発や声かけと いっ た働き かけを 行います。

②若い世代が健康に関心を 持つよ う 、 マスメ ディ アを 積極的に活用し 啓発を 行う と と も に、 スーパーマーケッ

ト やド ラ ッ グスト ア、 薬局など各種店舗と 連携し 、 身近なと こ ろ で健康づく り に関する 情報が得ら れる よ

う にし ます。

③市町村や学校においては、 健康診断等を 通じ て健康状態を 把握し 、 必要な親子に対し て個別栄養指導や生

活指導を 効果的に行います。

　 また、学校においては、県版「 食の学習ノ ート 」や「 生活習慣改善実践事例集」等を 活用し た食に関する指導や、

「 生活習慣改善フ ォ ーラ ム」 の開催などによ り 子ども の生活習慣改善の取組を 進める と と も に 、 健全な食生

活を 実践でき る よ う 、 関係部局・ 機関と 連携し 、 学校全体での食育を 推進し ます。

④「 島根県食育推進計画第四次計画」 に基づき 、 子ども が「 食」 に関する 知識と 「 食」 を 選択する 力を 習得

でき る よ う 体験学習や活動の機会の増加に向けて、 保育所、 認定こ ど も 園、 幼稚園、 学校、 地域の関係団

体等と のネッ ト ワーク づく り を 進めます。

⑤公共の場はも と よ り 、 子ど も が多く 利用する 施設の禁煙を 推進する と と も に、 家庭における 受動喫煙防止

対策を 進めます。

　 また、 保健医療専門団体等と 連携し 、 学校の「 喫煙・ 飲酒・ 薬物乱用防止教室」 の実施を 支援する と と も に、

家庭や地域、 関係団体等によ る 啓発活動を 支援し ます。

⑥「 第３ 次島根県歯と 口腔の健康づく り 計画」 に基づき、 家庭、 保育所、 幼稚園、 認定こ ど も 園、 学校、 教

育委員会等の関係者及び関係団体（ 歯科医師会・ 歯科衛生士会等） と 連携し 、 子ども の口腔機能の発達に

応じ た食事、 歯みがき 、 フ ッ 化物応用などの指導によ り 、 乳幼児期から 思春期までラ イ フ ステージに沿っ

た歯科口腔保健対策を 推進し ます。

⑦妊婦の歯周病予防の取組を 推進すると と も に、 妊婦が自ら の口腔の健康状態に関心を持つこ と によ っ て、

生まれてく る 子ど も の歯科口腔保健に積極的に取り 組める よ う 、 妊娠中の歯科健診やかかり つけ歯科への

受診などを 勧め、 妊娠期から の切れ目のない歯科口腔保健対策を 推進し ます。

＜図1 1 ＞たばこ を一口でも 吸っ たこ と がある児童生徒の割合（ ％）

資料： 2 0 歳未満の者の飲酒・ 喫煙防止についての調査（ 県健康推進課・ 県障がい福祉課）

2 .6  
3 .7  

1 3 .3  

1 .2  

4 .6  

1 0 .1  

2 .1  2 .9  3 .6  
1 .7  0 .9  1 .4  

0 .0

5 .0

1 0 .0

1 5 .0

2 0 .0

（ ％）

小学校５・ ６ 年 中学校２ 年 高等学校２ 年 小学校５・ ６ 年 中学校２ 年 高等学校２ 年

男子 女子

平成2 2（ 2 0 1 0 ） 令和5（ 2 0 2 3 ）



８

1 7

⑧子ども の心の健康づく り 対策が効果的に実施さ れる よう 、 教育機関及び保健、 医療の関係機関・ 団体のネッ

ト ワーク づく り を 推進し ます。

⑨子ど も たち が運動の楽し さ を 実感でき る よ う 、 関係団体等と 連携し て、 楽し みながら 運動ができ る 機会の

提供を 推進し ます。

⑩適正体重である こ と の重要性など、 心身の健康に関する 正し い知識の習得のため、 学校と 地域の関係機関

が連携し て、 妊娠前から の健康管理（ プレ コ ンセプショ ン ケア） も 含めた啓発を 推進し ます。

２ ） 青壮年期の健康づく り の推進

【 現状と 課題】

⃝ 高齢期に比べ、 健康意識が低い者の割合が多い状況です。（ 令和４ 年度島根県県民健康栄養調査）

⃝ 朝食を 欠食する 者は、 2 0 歳以上の男女で増加し ています。 特に 2 0 歳代の男性、 3 0 ～ 5 0 歳代の男女で

増加し ています。【 図 1 2 】

⃝ １ 日に食べている 野菜摂取量の平均値は、 男性 2 2 1 .3 ｇ 、 女性 2 7 2 .5 ｇ です。 特に 2 0 ～ 3 9 歳の摂取

量が少ないため、 一人暮ら し 等の食生活が自立する 時期までに家庭での簡単な調理方法や外食での料理の

選択等の知識を 伝えていく 必要があり ます。【 図 1 3 】

⃝ 食塩の平均摂取量は、 男性 1 1 .3 ｇ 、 女性 1 0 .2 ｇ です。【 図 1 4 】

　「 日常生活で 塩分を と り 過ぎ な いよ う にいつも 気を つけて いる 人」 の割合は、 男性で 2 1 .1 ％、 女性で

3 2 .1 ％です。 一方、「 気を つけていない人」 の割合は、 2 0 ～ 5 0 歳代の男性で 3 0 ％を 超えています。 特

に 2 0 歳代の男性で 5 8 .8 ％であり 、 平成 2 8 （ 2 0 1 6 ） 年度よ り 大幅に増加し ています。（ 令和４ 年度島根

県県民健康栄養調査）

　 塩分の過剰摂取は、 高血圧や脳血管疾患等の発症や重症化の関連が高いこ と から 、 食生活での美味し く 減

塩でき る 方法の発信や外食等で提供さ れる メ ニュ ーの塩分量を 減ら す等の食環境の整備を 進めていく 必要

があり ます。

⃝ 「 調理済み食品やイ ン スタ ン ト 食品を よ く 利用する 人」 の割合は、 男性で 4 5 .2 ％、 女性で 4 0 .0 ％です。

男女と も すべての年代で増加し ています。（ 令和４ 年度島根県県民健康栄養調査）

　 感染症の流行下において、 調理さ れた食品を 家や職場で食べる 中食を 販売する 事業者が増えまし た。 便利

になっ た一方で、 偏っ た食生活や野菜不足、 塩分の過剰摂取が心配さ れます。 県民が健康を 意識し た選択

を でき る よ う 正し い情報を 発信し 、 健康に配慮さ れた弁当や市販の総菜、 外食のメ ニュ ー等の食環境の整

備を 推進する必要があり ます。

⃝ 2 0 ～ 3 0 歳代、 子育て中の親世代の食生活は、 自身の健康のみなら ず、 子ど も の食生活への影響が大き

いこ と から も 、 主食・ 主菜・ 副菜を そろ えたう す味の食事など望まし い食習慣を 身につける こ と が重要です。

⃝ 2 0 歳代女性のやせの割合は 1 8 .3 ％であり 、平成 2 3 年と 比べて減少し まし た。（ 令和３ 年度健康診断デー

タ ）

　 食生活や生活習慣が多様化し た現在では、 過食や運動不足によ る 「 肥満」 や「 メ タ ボリ ッ ク シン ド ロ ーム」

がある 一方で、 不健康なダイ エッ ト など によ る 「 やせ」 も 社会問題と なっ ている ため、 適切な体重の認識

と 体重管理が必要です。
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⃝ 「 運動習慣がある 者」 の割合は、 平成 2 2 年調査に比べ、 男女と も 全ての年代で増加し まし た。【 図 1 5 】

　 また、 日常生活の中で体を 動かすよ う にし ている 者の割合も 、 平成 2 2 年調査に比べ、 男女と も 増加し ま

し た。（ 令和４ 年度島根県県民健康栄養調査）

　 高齢期に要介護状態と なるリ スク を 下げる ため、 2 0 歳代の若い世代から ロ コ モティ ブシンド ロ ーム（ 運動

器症候群）5 を 予防する ための取組が必要です。

⃝ 健康意識の高まり から スポーツ に取り 組む人がいる 一方、 子ども が小学校を 卒業し た段階でスポーツ に関

わら ない人も 増えている ため、 ラ イ フ ステージに応じ たニーズの変化に対応し ていく 必要があり ます。

⃝ 喫煙率は、 平成 2 2 年調査に比べ、 男女と も に低下し まし たが、 全ての年代において、 男性は女性に比べ

高率です。【 図 1 6 】

　 生活習慣病予防のほか、 特に子育て中の親世代は、 子ど も たち への受動喫煙防止のためにも 、 喫煙が健康

に及ぼす影響等についての啓発活動が必要です。

　 また、 喫煙者のう ち 、 禁煙意欲のある 者の割合は、 男女と も に低下し ており （ 令和４ 年度島根県県民健康

栄養調査）、 禁煙に関心を 持てる よ う な情報提供や、 禁煙意欲のある 人への禁煙支援の取組を 強化する 必要

があり ます。

⃝「 たばこ 対策取組宣言6 」は 8 7 か所と 増えており 、市町村、地域や事業所、関係機関、関係団体などにおいても 、

具体的かつ主体的な取組を 促進し ています。

⃝ 飲酒習慣は、 男性で年齢が上がる につれ飲酒の頻度が高く なっ ています。（ 令和４ 年度島根県県民健康栄養

調査）

　 また、 男女と も 5 0 歳代で多量飲酒の割合が高い状況です。【 図 1 7 】

　 アルコ ールが心身に与える 影響や生活習慣病のリ スク を 高める 飲酒量など について正し い知識の普及が必

要です。

⃝ 一人平均残存歯数が増加する 一方、 進行し た歯周病に罹患し ている 者の割合が増加し ており 、 全ての年代

において、 男性の方が女性よ り も 多いです。 男性は 3 5 ～ 3 9 歳から 、 女性は 4 5 ～ 4 9 歳の年代から 急に

増加する 傾向にあり ます。（ 令和２ 年度県民残存歯調査）

　 歯周病治療にて歯の保存を 図る 傾向も あり 、 残存歯数は増えていますが、 残さ れた歯に対し て、 デン タ ル

フ ロ スや歯間ブラ シを 使用し ないこ と や、 正し い歯みがき ができ ていないなどが歯周病増加の要因と 考え

ら れます。 健康な歯肉を 守る ために、 歯みがき の習慣だけでなく 、 技術的な習得に向けた歯科指導が必要

です。

⃝ １ 年に１ 回以上定期的に歯科医院に行っ て管理し ている 者の割合は全ての年代で増加し ており 、 歯と 口腔

の健康づく り に対する 関心の高まり がみら れる一方、 2 0 歳代が最も 低く なっ ています。【 図 1 8 】

　 卒業など を 機に生活環境が変わる 学生や新社会人など の青年期は、 食習慣や、 歯科口腔への意識の低下等

により 生活習慣全般が変化し やすいため、 切れ目なく 指導を 受ける機会の提供が必要です。

5 筋骨格運動器系の疾患や加齢による運動器機能不全と いっ た運動器の障がいにより 、 介護が必要と なるリ スク の高い状態

になるこ と です。
6 事業所や団体等が、 それぞれの立場で取り 組めるたばこ 対策の基本方針を記載し た「 たばこ 対策取組宣言」 を作成し 、 県

へ提出する制度です。
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7 各事業所において健康経営が具体的に推進さ れるために、 協会けんぽ島根支部と 島根県が連携し て実施する健康事業所認

定制度のこ と です。
8 島根県では、従業員の健康づく り・ 健康経営に取り 組む事業所や来客者等への健康情報発信に協力いただける事業所を「 し

まね☆まめなカ ンパニー」 と し て登録し ていただく こ と を進めています。

⃝ 厚生労働省人口動態統計によ る と 、4 0 ～ 5 0 歳代の自死者数は他の年代と 比較する と 高い傾向にあり ます。

また、 平成 2 8 年度国民生活基礎調査によ る と 、 1 5 ～ 6 4 歳における 心理的スト レ スなどの精神的な問題

を かかえる 者の割合は、 男性で 9 .4 ％、 女性で 1 0 .1 ％でし た。 また、 睡眠で休養が十分にと れている 人の

割合は悪化し ています。（ 令和４ 年度島根県県民健康栄養調査）

⃝ メ ン タ ルヘルス不調に早期に気づき 、 必要時、 適切な相談機関や医療機関等につなぐ 人材（ 心のサポータ ー

など） を 普及さ せていき 、 心の不調によ り 早期に介入ができ る よ う 、 職場における メ ン タ ルヘルス対策を

推進し 、 心の健康問題など各要因に関する 相談機関を 広く 周知する必要があり ます。

⃝ 労働安全衛生法の改正によ り 、 平成 2 7 （ 2 0 1 5 ） 年 1 2 月から 労働者数 5 0 人以上の事業所においては、

年１ 回のスト レ スチェ ッ ク が義務づけら れ、 労働者や事業所のメ ン タ ルヘルス対策の一つと し て活用さ れ

ています。 メ ン タ ルヘルス対策に取り 組んでいる 事業所は 6 6 .2 ％であり 、 特に従業員が 5 0 人未満の中小

規模の事業所では、 メ ン タ ルヘルス対策の取組が進まないと こ ろ も 多く 、 支援する 必要があり ます。（ 令和

４ 年度事業所健康づく り 調査）

⃝ 青壮年期の健康づく り においては、 地域保健と 労働局や産業保健総合支援セン タ ー等の職域保健と の連携

が不可欠であり 、 よ り 効果的に青壮年期の健康づく り を 進める ために協働し た取組を 強化し 、 多様な手段

によ る情報発信により 健康づく り への意識を 高める と と も に、 行動変容へつなげる必要があり ます。

⃝ 誰も が健康でいき いき と 働き 続けら れる 職場づく り と 従業員の職場定着を 図る ため 、 県内企業等における

職場環境改善の取組を 支援し 、 魅力ある職場づく り を 促進し ていく 必要があり ます。

⃝ 平成 2 8 （ 2 0 1 6 ） 年度から 全国健康保険協会島根支部（ 協会けんぽ） と の協働事業と し て、 事業所の健康

づく り の推進の一助と なる「 ヘルス・ マネジメ ン ト 認定制度7 」 を 開始し まし た。 事業所での健康づく り の

機運の向上を 図る こ と を 目的に、 島根県内の全事業所を 対象と し た「 し まね☆まめなカ ン パニー8」 事業の

取組と も 連動さ せながら 、 事業所での健康づく り の環境整備を 進めています。

⃝ 退職を 機に社会保険から 国民健康保険へ切り 替わる 5 0 歳代後半～ 6 0 歳代前半の人々に健康診査や健康

づく り に関する 情報提供を 行い、 健康づく り 事業への参加促進を 図る 必要があり ます。

⃝ 女性はラ イ フ ステージごと に女性ホルモン の分泌が劇的に変化し 、 心身へ与える 影響が大き いため、 その

特徴を 踏まえた健康を 支援する 取組が必要です。
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＜図1 2 ＞成人の朝食の欠食割合（ ％）

資料： 島根県県民健康栄養調査（ 県健康推進課）
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＜図1 3 ＞年齢階級別野菜の平均摂取量（ ｇ ）
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資料： 令和４ 年度島根県県民健康栄養調査（ 県健康推進課）

＜図1 4 ＞年齢階級別食塩の平均摂取量（ ｇ ）

資料： 令和４ 年度島根県県民健康栄養調査（ 県健康推進課）
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＜図1 5 ＞運動習慣（ 週２ 回、1 回3 0 分以上、1 年以上継続）がある者の割合（ ％）

資料： 島根県県民健康栄養調査（ 県健康推進課）
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＜図1 6 ＞年齢階級別　 習慣的に喫煙し ている者の割合（ ％）

資料： 島根県県民健康栄養調査（ 県健康推進課）
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＜図1 7 ＞年齢階級別　 毎日男性２ 合以上、女性１ 合以上飲酒し ている者の割合（ ％）

資料： 島根県県民健康栄養調査（ 県健康推進課）
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＜図1 8 ＞年齢階級別　 定期的に歯科受診し 管理し ている者の割合（ 男女計）（ ％）

資料： 島根県県民健康栄養調査（ 県健康推進課）

【 施策の方向】

①保健医療専門団体、 保険者、 経営団体、 労働団体、 健診機関、 行政機関等から なる 県・ 圏域の「 地域・ 職

域連携健康づく り 推進協議会」 が主体と なり 、 事業所での健康経営や健康づく り を 推進し ます。

②青壮年の世代が健康に関心を 持つこ と ができ る よ う 、 職場や職域保健の関係機関、 健診機関等と の連携を

強化し 、 情報の一元化を 図る こ と で、 より 効果的に健康づく り 情報を 発信し ます。

③関係団体と 連携し て、 事業所への健康づく り に関する 出前講座の実施や、 事業主及び健康管理担当者を 対

象にし た事業主セミ ナーを 実施し ます。

④「 ヘルス・ マネジメ ン ト 認定制度」「 し まね☆まめなカ ン パニー」 などの登録制度や、 職場での健康づく り

活動表彰事業を 推進し ます。 また、その活動を 支援すると と も に好事例を 広く 発信し 、取組を 波及さ せます。

⑤各年代によっ て、 健康への意識や行動は異なり ます。 2 0 ～ 3 0 歳代は、 家事負担の少ない簡単なレ シピや

市販食品を 有効に活用する方法や飲酒に伴う 食塩摂取量の関連等、 年代に沿っ た啓発を 行います。

⑥ 2 0 歳代、3 0 歳代の若い世代、子育て中の親世代を 中心に、朝食や野菜の摂取、減塩等の啓発を 継続し 、スー

パー等地域の身近な場所で体験を 通じ た啓発活動を 実施し ます 。 また、 県民の食生活を 支える 役割を 担う

スーパー等の量販店や飲食店等は、 県民の生活に身近な場所である こ と から 、 県民が自然に美味し く 健康

な食事がと れる よ う 食環境の整備を 図り ます。

⑦ロ コ モティ ブシン ド ロ ーム（ 運動器症候群） についての知識の普及啓発を 行います。

⑧世界禁煙デーや禁煙週間での啓発、 事業所出前講座等を 通じ て禁煙意欲のある 人を 増やすと と も に、 禁煙

意欲のある 人が禁煙でき る よ う 、 適切な情報提供や、 医療機関や禁煙支援薬局での禁煙指導等の支援体制

の整備を 進めます。 また、 労働局や労働基準監督署が実施する 職場の受動喫煙防止対策の啓発や、 たばこ

対策取組宣言の普及、 多く の人が利用する 場の禁煙を 進めます。
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⑨「 島根県アルコ ール健康障がい対策推進計画」 に基づき 、 不適切な飲酒によ る 心身の健康障がいなど 、 飲

酒に伴う リ スク に関する 正し い知識や飲酒量など に関する 知識について、 関係機関と 連携し て様々な機会

を 捉えた広報や啓発を 行います。 また、 市町村や保健所等における飲酒の相談体制の確保に努めます。

⑩「 第３ 次島根県歯と 口腔の健康づく り 計画」 に基づき 、 県民運動と し て進めてき た「 8 0 2 0 運動9」 のさ ら

なる 推進を 図り ます。 その一環と し て、 むし 歯や歯周病の予防や早期発見・ 早期治療のため、 市町村や保

険者が実施する 歯科健診の受診勧奨や歯科医院での定期的な歯科健診の受診を 勧め、 歯科口腔保健対策を

推進し ます。

⑪スト レ スチェ ッ ク 制度の活用の推進や心の健康に関する 正し い知識の普及、 従業員への対応についての理

解の向上を 図る など 、 事業所における メ ン タ ルヘルス対策を 推進し ます。 また、 自死予防週間に合わせた

啓発を 図る と と も に、 相談機関や支援機関等の関係機関・ 団体のネッ ト ワーク の強化を 図り 、 相談窓口の

周知を 行います。

⑫引き 続き 、 医療保険者や経営者団体など と 連携し 、 職域の医療保険から 国民健康保険へ切り 替わる 5 0 歳

代後半から の健康づく り 、 積極的な社会参加に向けた意識啓発を 図っ ていき ます。

⑬関係機関・ 団体と 連携し 、 女性の特性等を 踏まえ、 心身の健康に関する 正し い知識や情報の発信を し ます。

３ ） 高齢者の健康づく り 、 介護予防、 生き がいづく り 、 社会活動への支援

【 現状と 課題】

⃝ 青壮年期と 比べる と 、 健康意識が高く 、 健康づく り に取り 組む者の割合が高い状況です。

⃝ 島根県の高齢化率は 3 4 .7 ％で、 全国７ 位と 超高齢社会が到来し ており 、 高齢者一人ひと り が年齢にと ら

われるこ と なく 生涯現役で生活し 、 積極的に社会参加する こ と が求めら れています。（ 総務省統計局令和４

（ 2 0 2 2 ） 年 1 0 月１ 日現在推計人口） また、 高齢者の就労が一層進む中、 職場においても 高齢者が安心し

て働き 続けるための対策が求めら れています。

⃝ 高齢者はフ レ イ ル（ 虚弱）10 状態になり やすく 、 進行する と 様々な合併症を 引き 起こ し 、 要介護状態と なる

こ と が考えら れます。 こ れら を 予防する には、 地域と のつながり ・ 行事への参加、 地域での役割を も つ等

の社会参加、 口腔機能向上や低栄養状態の予防、 適切な運動によ り フ レ イ ルを 防ぐ こ と が重要です。

⃝ 高齢期は、年を 重ねる こ と で食欲や筋力、認知機能の低下などの変化が起こ り ます。また、生活習慣病に加え、

骨粗し ょ う 症や足腰が弱る など 骨や筋肉の病気に罹患し ている 人が増えます。 複数の病気を 抱える 方も 多

いこ と から 、 定期的に治療を 受ける など、 重症化の予防が重要です。

9 平成元年厚生省（ 当時）と 日本歯科医師会が推進し ている「 8 0 歳になっ ても 2 0 本以上自分の歯を保と う 」と いう 運動です。
10 加齢によっ て筋力や身体機能、 精神的な面で衰え、 社会的なつながり も 薄く なっ てし まう 状態で 、 健康な状態と 介護が必

要な状態の中間を指し ます。 適切に対応すれば健康な状態に戻るこ と も 可能な時期です。
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⃝ バラ ンスのよい食事を と るためには、 8 0 歳で 2 0 本の歯を 有する こ と が必要と いわれています（ 8 0 2 0 運

動）。 一人平均残存歯数は増加傾向にあり ますが、 8 0 歳で 2 0 本の歯を 有する 者の割合は目標に達し てお

ら ず、 進行し た歯周病に罹患し ている 割合も ７ 割以上と 高い状況です。【 図 1 9 】

　 高齢期では口腔機能の低下によ る 認知症やフ レ イ ルなど、 全身の健康への影響が大き く なる ため、 オーラ

ルフ レ イ ル（ 口腔機能の衰え） を 予防する こ と が重要です。 口腔機能を 維持し 、 バラ ン スのよ い食事を と

り 続ける ためにも 、 定期的に歯科医院で口腔内のチェ ッ ク やケアを 受けるこ と が重要です。

⃝ 6 5 歳以上の１ 日当たり 摂取エネルギーが必要量の 8 0 ％未満の者が男性 3 7 .9 ％、 女性 2 7 .2 ％であり 、 エ

ネルギー不足や栄養の偏り は低栄養や生活習慣病、 フ レ イ ルなど のリ スク を 高める こ と から 、 適切なエネ

ルギー量や栄養のバラ ン スに配慮し た食事を 習慣的に摂る こ と が必要です。【 図 2 0 】

⃝ 食塩の平均摂取量は、 他の年代に比べ男女と も 6 5 歳以上が最も 多い状況です。【 図 1 4 】

　 調理済み食品やイ ン スタ ン ト 食品を よ く 利用する 人の割合は、 男性 4 5 .2 ％、 女性 4 0 .0 ％で、 男女と も す

べての年代で増加し ています。（ 令和４ 年度島根県県民健康栄養調査）

⃝ 「 運動習慣がある 者」 の割合は、 男女と も 7 0 歳代が最も 高く 、 すべての年代で男性の方が運動習慣を 持

つ者の割合が高いです。【 図 1 5 】

　 一方、「 日常生活において身体を 動かし ている 者」 の割合は、 男性は 7 0 歳代を 除く すべての年代で増加し

ており 、 女性は 6 0 歳代・ 7 0 歳代を 除く すべての年代で増加し ています。（ 令和４ 年度島根県県民健康栄

養調査）

　 運動器疾患は要介護状態になる 原因疾患と し て、 特に女性では上位を 占めており 、 要介護状態になる リ ス

ク を 下げるため、 ロコ モティ ブシン ド ロームを 予防する ための取組を 進めています。

⃝ スポーツ 活動に親し む高齢者と 、 活動場所・ 移動手段がない等の環境要因によ り スポーツ 活動を し ない高

齢者と の二極化が見ら れる ため、 日常生活の中で各自に合っ たスポーツ 活動を 取り 入れ、 健康で充実し た

生活を 送るこ と ができ る よう にする こ と が必要です。

⃝ 飲酒習慣は、 平成 2 2 年度調査と 比較する と 、 6 0 ～ 7 0 歳代男性で多量飲酒の割合が高く 、 アルコ ールが

心身に与える 影響や生活習慣病のリ スク を 高める 飲酒量などについて 、 正し い知識の普及が必要です。（ 令

和４ 年度島根県県民健康栄養調査）

⃝ 生き がいづく り や社会活動の参加を 含めた健康づく り 活動は、 認知症などの介護の原因と なる 疾病の重症

化予防と なり 、 健康状態の期間を 伸ばし 、 要介護状態の期間を 短く する こ と につながり ます。 通いの場と

健康づく り の連動など 地域包括ケアシステムの構築や、 社会資源や人のつながり を 活かす小さ な拠点づく

り の取組と 協働し 、 地域における健康づく り 活動や介護予防活動の活性化を 支援する こ と が必要です。

⃝ 介護予防は、 単に高齢者の運動機能や認知機能、 栄養状態、 口腔機能と いっ た心身機能の維持・ 改善だけ

を 目指すのではなく 、家庭での役割や社会参加を 促し 、一人ひと り の生き がいや自己実現、生活の質（ Qua lity  

Of L ife :QOL） の向上を 目指し て取り 組むこ と が重要です。

⃝ 市町村においては、 高齢者の保健事業と 介護予防の一体的な実施事業や一般地域支援事業等によ り 、 住民

主体の通いの場の創出によ り 茶話会、 趣味のサーク ルなどと と も に、 体操教室の開催、 その中で口腔や栄

養に関する健康教育等取り 組まれています。

⃝ 県は、 効果的な介護予防を 推進し ていく ために、「 島根県介護予防評価・ 支援委員会」 を 開催し 、 関係者と

事業の評価や方策等の検討、 連携を 図り ながら 研修等を 行っ ています。
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⃝ 自立支援・ 介護予防の視点から の要支援１ ～２ を 中心に介護予防ケアマネジメ ン ト を 進め、 リ ハビ リ テー

ショ ン専門職を はじ め、医師、歯科医師、薬剤師など、多職種連携によ る 地域ケア会議 11 の開催が必要です。

⃝ 高齢者にと っ て食べる こ と は、 大き な楽し みでも あり 、 栄養状態を 維持し 、 身体全体の運動機能に関わり

を 持っ ています。 こ のこ と から 、 歯科医師会、 栄養士会を はじ めと し た関係団体等と 連携し ながら 、 介護

予防と し ての食べる 機能の重要性や口腔衛生の必要性等について、 普及啓発の体制づく り を 進めていく こ

と が必要です。

⃝ 高齢者大学校（ シマネスク く にびき 学園） では、 地域活動の担い手と なる 人材の育成を 目的に 、 学習の場

を 提供し ています。 また、 卒業生のネッ ト ワーク 化等によ り 、 さ ら なる 地域活動の充実を 図っ ています。

⃝ 老人ク ラ ブ活動は、市町村や社会福祉協議会など地域の各種団体と 連携し て、健康づく り や生き がいづく り 、

さ ら には地域を 支える 各種ボラ ンティ ア活動等に積極的に取り 組んでいます。  

11 高齢者が地域において自立し た日常生活を営めるよう 、 適切な支援の検討や必要な支援体制に関する検討を行う 会議で、 個人で解決でき

ない課題を解決し 、 そのノ ウハウの蓄積や課題の共有によっ て地域づく り や政策形成につなげ、 さ ら にそれら の取組が個人の支援を充実

さ せていく 一連の機能を持っ ています。

＜図1 9 ＞一人平均残存歯数（ 男女計）（ 本）
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資料： 県民残存歯調査（ 県健康推進課）
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＜図2 0 ＞性・ 年代別　 推定エネルギー必要量に対する摂取量の割合（ ％）

資料： 令和４ 年度島根県県民健康栄養調査（ 県健康推進課）

【 施策の方向】

①市町村と と も に高齢者が住み慣れた地域で暮ら し 続ける こ と ができ る よ う 、 よ り 効果的な健康づく り と 介

護予防の取組を 一体的に推進し ます。

②市町村等と 連携し 、 住民主体の通いの場を 充実さ せ、 人と 人と のつながり を 通じ て 、 参加者や通いの場が

拡大し ていく よ う な地域づく り を 推進し ていき ます。

③市町村や市町村社会福祉協議会の関連施策、 公民館活動などで実施さ れる 健康づく り 事業等の啓発と 活性

化を 関係団体と 連携し て行い、 健康づく り や介護予防への積極的な参加を 働き かけます。

④「 生涯現役証」 の普及や 1 0 0 歳以上の健康な長寿者の知事表彰により 、 高齢者の生き がいづく り と 健康づ

く り の意識の醸成につなげていき ます。 また、 老人ク ラ ブ や高齢者大学校等と 連携し 、 高齢者の活躍の場

を 広げる こ と で、 社会参加活動を 推進し ます。

⑤高齢期にあっ ても 可能な限り 自分ら し い生活を 送る こ と ができ る よ う 、 健康づく り に関する 正し い情報提

供と 個々の生活実態に応じ た支援を し ます。

　 ま た、 フ レ イ ルに陥ら ないよ う 、 ロ コ モテ ィ ブ シン ド ロ ームの予防を 含む運動の推進や口腔機能の維持、

低栄養状態の予防等の取組について 、 関係機関と 連携し て取り 組むと と も に、 リ スク の高い高齢者の早期

発見と 適切な介入・ 支援ができ るよ う 体制整備を 図り ます。

⑥リ ハビ リ テーショ ン 専門職を はじ め、 医師、 歯科医師、 薬剤師など 、 多職種と の連携によ り 、 よ り 効果的

な介護予防を 推進し ます。
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（ ３ ） 疾病の早期発見、 合併症予防・ 重症化予防～推進すべき 柱３

【 現状と 課題】

⃝ 特定健康診査の受診率は、各保険者によ る未受診者への受診勧奨などの取組によ り 、年々増加し ていますが、

令和３ （ 2 0 2 1 ） 年度における 特定健康診査の受診率は 5 9 .5 ％（ 目標 7 0 ％） と まだ低く 、 特定保健指導

についても 実施率は 2 5 .2 ％（ 目標 4 5 ％） と 低い状況にあり ます。 今後も 受診率向上に向けた効果的な取

組が必要です。

　 また、 特定健康診査結果等を 活用し た保健事業が行われていますが、 今後、 特定健康診査等データ 分析に

基づき PDCA サイ ク ルに沿っ た効果的な保健事業の展開が一層重要です。（ 令和３ 年度厚生労働省特定健

康診査・ 特定保健指導の実施状況に関する データ ）

⃝ 年齢構成の高齢化に伴い、 被保険者１ 人当たり の医療費は増加し 続けており 、 特に悪性新生物、 糖尿病、

高血圧性疾患及び脂質異常症等の生活習慣病の医療費、 レ セプト 件数と も 全国に比較し て多く なっ ており 、

生活習慣の改善による 発症予防の検討が必要です。

　 また、 国民健康保険については、 西部・ 中山間地域の１ 人当たり 医療費が特に高く なり つつあり 、 その原

因の一つと し て医療へのアク セスの難し さ によ る 高齢者の重症化が考えら れる ため、 こ れら の地域におけ

る 重症化予防も 必要です。

　 さ ら に、 骨折の入院医療費が前期高齢者から 大き く 増加し ており 、 こ れは患者の生活の質（ QOL） の著し

い低下にも 繋がる ため、 転倒予防等の対策が必要です。

⃝ 4 0 ～ 7 4 歳の男性では、 メ タ ボリ ッ ク シン ド ロ ーム該当者及び予備群数が増加し ています。（ 令和３ 年度

厚生労働省特定健康診査・ 特定保健指導の実施状況に関するデータ ）

⃝ がん検診の受診率は上昇し ている も のの、 令和４ （ 2 0 2 2 ） 年度の国民生活基礎調査では、 目標の 5 0 ％に

届いている のは肺がん検診、 大腸がん検診のみと なっ ています。 また、 子宮頸がん検診、 乳がん検診につ

いては、 受診率が全国平均を 下回っ ています。 がんの罹患・ 死亡の状況は地域によ っ て異なる ため、 各圏

域で重点的に取り 組むがん種を 定め、 がん検診の受診率向上や精度管理に取り 組む必要があり ます。 特に、

がんに罹患する と 社会的な影響が大き い働き 盛り 世代への対策を 推進する 必要があり ます。

⃝ 島根県循環器病対策推進協議会を 設置し 、 令和３ （ 2 0 2 1 ） 年度に「 島根県循環器病対策推進計画」 を 策

定し まし た。 脳卒中、 心血管疾患など の循環器病対策について 、 発症リ スク の高い人や発症者が再発し な

いために、 市町村、 保健所、 医療機関、 保険者等と 連携し た生活習慣の改善に関する 正し い知識や発症時

の早期受診の普及啓発、 基礎疾患の管理等が重要です。

⃝ 糖尿病有病者数は減少し ていません。 また、 糖尿病有病者のう ち H bA1 c8 .0 ％以上の血糖コ ン ト ロ ール不

良者は、 男性 1 2 .3 ％、 女性 8 .2 ％です。 糖尿病を 重症化さ せないためには、 適切な治療を 受け、 血糖を 良

好に維持するこ と が必要です。市町村においては、ハイ リ スク 者への受診勧奨や保健指導が進んでいますが、

様々な生活背景から 治療中断する場合も あり 、 治療継続や生活習慣改善に向けた働き かけが必要です。

⃝ 慢性腎臓病（ CK D）1 2 は、 心血管疾患及び末期腎不全発症の重要なリ スク フ ァ ク タ ーで、 本人や家族の生

活の質（ QOL） の著し い低下や生命予後の悪化を 招く だけでなく 、 医療費を 増加さ せる 要因にも なり ます。

各保険者が実施するデータ 分析に基づいた重症化予防対策が必要です。

12「 蛋白尿などの腎障害の存在を示す所見」 も し く は「 腎機能低下」 が３ か月以上続く 状態で、 糖尿病、 高血圧等がその危険因子と さ れて

います。 進行すると 脳梗塞・ 心筋梗塞等のリ スク が上昇し 、 人工透析が必要と なるなど、 健康に重大な影響があり ます。 適切な治療や生

活習慣の改善により 、 発症や重症化の予防が可能です。
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⃝ 島根県の喫煙率は全国並みですが、 慢性閉塞性肺疾患（ COPD）13 によ る 令和元（ 2 0 1 9 ） 年を 中心と する

５ 年平均値の年齢調整死亡率（ 人口 1 0 万対） は、 男性は全国 2 9 .0 、 県 3 0 .4 、 女性は全国 3 .3 、 県 2 .3

であり 、 全国に比べて男性は高く 、 女性は低い状況にあり ます。

　 慢性閉塞性肺疾患（ COP D） は、 喫煙が最大の発症要因である ため、 禁煙によ り 予防可能である こ と や、

早期発見が重要である こ と から 、 こ れら についての正し い知識の普及啓発を 図る と と も に 、 禁煙指導の実

施体制の整備を 進める 必要があり ます。（ SH IDS（ 島根県健康指標データ ベースシステム））

⃝ 歯周病は、 糖尿病や脳卒中、 心血管疾患と 密接に関係し ています。 また、 口腔ケアと 肺炎の発症も 関連し

ています。 歯と 口腔の状況や全身の状況に応じ た歯科治療や歯科保健指導が求めら れており 、 医科歯科薬

科の連携が必要です。

【 施策の方向】

①がんや脳卒中、 糖尿病等の生活習慣病予防は、 圏域ごと に重点的に取り 組むべき 課題に焦点を 当て 、 よ り

効果的・ 効率的に展開し ます。

②がんや脳卒中の発症状況を 把握する と と も に 、 高血圧、 糖尿病、 脂質異常症の治療状況を 健診データ 等か

ら 把握し 、各種疾患の効果的な早期発見につなげる と と も に、治療や保健指導の実施体制の充実を 図り ます。

③特定健康診査やがん検診の受診率向上及び特定保健指導の実施率向上のためには、地域や職場へのアプロ ー

チが重要であり 、「 健康長寿し ま ね推進会議」「 地域・ 職域連携健康づく り 推進協議会」、「 保険者協議会」

等を 活用し 、 多く の人が健診や保健指導を 受ける よ う 啓発を 行う と と も に 、 健診（ 検診） や保健指導がよ

り 効果的に実施でき る よ う 体制整備を 進めます。

④がん検診受診率向上のため、「 がん検診啓発サポータ ー」 の活動の場を 増やし ます。 また、「 し まね☆まめ

なカ ン パニー」 に登録する事業所の拡大を 図ると と も に、 事業所における健康づく り の取組を 支援し ます。

⑤「 島根県循環器病対策推進計画」 に基づき 、 保健・ 医療・ 福祉関係者の協力と 連携によ る 循環器病予防対

策を 一層推進し ます。

⑥脳卒中、 心血管疾患等の発症・ 再発予防、 糖尿病の重症化予防・ 合併症予防においては、 適切な服薬継続

や保健指導、 栄養指導が重要である ため、 病院と 診療所の連携や診療所同士の連携に加え 、 医療機関と 薬

局が連携し た服薬指導、 市町村等が医療機関と 連携し た保健指導・ 栄養指導の定着を 図り ます。

⑦禁煙はがんを はじ めと する 生活習慣病の予防、 慢性閉塞性肺疾患（ COP D） の予防においても 重要である

こ と から 、 禁煙の必要性、 重要性について周知する と と も に禁煙支援の取組を 強化し ます。

⑧歯周病は糖尿病や心疾患等と の関連、 口腔ケアと 肺炎など の関係も ある こ と から 、 引き 続き 医科歯科薬科

連携の強化を 図り ます。

13 肺気腫か慢性気管支炎、 も し く はこ の両方によっ て起こ る持続的な気道の閉塞状態のこ と です。 気道がふさ がっ てく ると 、 閉塞によっ て

空気が肺の中に閉じ こ めら れるため、 肺胞と 血液の間で行われる酸素と 二酸化炭素の交換がう まく いかなく なり ます。 最大の原因は喫煙

ですが、 化学物質のガスやほこ り に満ちた環境で働く こ と によっ て、 慢性閉塞性肺疾患にかかる可能性は高く なり ます。
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（ ４ ） 多様な実施主体による連携のと れた効果的な県民運動の推進～推進すべき 柱４

【 現状と 課題】

⃝ 今の健康づく り に何か１ つ取組を 付け加える 「 ＋１ （ プラ スワン ） 活動」 を 、 県民に分かり やすく 伝える

ため３ つのキャ ッ チコ ピ ー（「 あと 塩分マイ ナス１ ｇ 」、「 あと 野菜プラ ス 7 0 ｇ 」、「 あと 1 0 分！あと 1 ,0 0 0

歩！すき ま時間に　 ち ょ いト レ チャ レ ンジ」） を 作成し 推進し ています。

⃝ 構成団体における 主体的な健康づく り 活動が展開さ れる と と も に 、 民間企業と 効果的に連携し た多様な情

報発信、 啓発を 行っ ています。 健康なまち づく り を 進める ため、 関係機関・ 団体、 民間企業など 多様な分

野と の連携を 強化し 、 様々な手法で健康づく り を 推進する 必要があり ます。

⃝ 「 し まね健康寿命延伸プロ ジェ ク ト 」 では、 庁内関係部局と 連携し た健康づく り 啓発活動に取り 組んでい

ます。

⃝ ９ 月を 「 し まね☆健康づく り チャ レ ン ジ月間」 と 定め、 県内で健康づく り に取り 組む機運の醸成を 図っ て

います。

⃝ 健康に関心の薄い人を 含む幅広い対象へ、 健康に配慮し た弁当、 総菜の販売やウォ ーキン グイ ベン ト の企

画等、 自然と 健康になれる環境づく り を 進めています。

⃝ 「 地域・ 職域連携健康づく り 推進協議会」 を 設置し 、 県・ 市町村が担う 地域保健と 労働衛生行政機関等が

担う 職域保健が連携し た健康づく り を 推進し ていま す。 青壮年期から の取組の強化が課題と さ れており 、

協議会と 連携し 、 職域における 健康経営を 推進する 必要があり ます。

⃝ 市町村や公民館、 総合型地域スポーツ ク ラ ブなどが効果的に活動するために、 し まね広域スポーツ セン タ ー

のコ ーディ ネート 機能を 強化し 、 関係機関・ 団体同士の連携を 進めていく 必要があり ます。

⃝ 生活困窮者自立支援制度を 利用する 生活困窮者や生活保護受給者の多く が、 健康面を 含めた複合的な課題

を 抱えている こ と から 、 支援にあたっ ては、 衛生主管部局の保健師や管理栄養士と いっ た専門職と の一層

の連携を 図る必要があり ます。

【 施策の方向】

①関係機関・ 団体はも と よ り 、 庁内関係部局も 含めた多様な分野と の連携を 強化し 、 様々な手法で健康づく

り の情報発信・ 啓発を 行い、 健康長寿し まね県民運動の機運の醸成を 図り ます。 今の健康づく り に何か１

つ取組を 付け加える「 ＋１ （ プラ スワン） 活動」 を 推進し ます。

②様々な企業と の協定締結によ り 、 情報発信の手法の多様化と 広域化を 図る と と も に、 スーパーマーケッ ト

やド ラ ッ グスト ア、 薬局などのより 身近な場所での情報発信を 進めます。

③県民の食生活を 支える 役割を 担う スーパー等の量販店や飲食店等は、 県民の生活に身近な場所である こ と

から 、 県民が自然に美味し く 健康な食事がと れる よ う 食環境の整備を 図り ます。

④それぞれの団体が健康づく り の視点で、 連携を 図り やすく なる よ う な場の設定を 行います。

⑤生活困窮者自立相談支援制度における 支援調整会議・ 支援会議において、 健康状態を 踏まえた支援策の検

討が行われる よ う 、 衛生主管部局の保健師や管理栄養士等の参画を 進めていき ます 。 また、 相談者への支

援にあたっ ては、 保健師や管理栄養士と 連携し 、 健康診査の受診や生活習慣の改善に向けた働き かけ 、 食

料提供を 行う 際の食生活への助言など、 相談者の自立に向けた健康管理支援の強化を 図っ ていき ます。

　 生活保護受給者の健康管理支援を 行う 上で、 レ セプト や健診結果を 活用する など、 衛生主管部局と の具体

的な連携強化を 図っ ていき ます。


